
向日市民協働センター事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、向日市市民協働推進条例（平成１９年条例第１７号。以

下 条例 という 第８条の規定に基づき 向日市民協働センター事業 以「 」 。） 、 （

下「センター事業」という ）を実施することにより、市民公益活動を行う。

団体及び個人を支援し、市民協働による活力あるまちづくりを推進すること

を目的とする。

（実施場所）

第２条 センター事業は、向日市寺戸町初田１８番地（向日市寺戸公民館内）

を拠点として実施する。

（事業内容）

第３条 センター事業は、市民協働及び市民公益活動に関し、次の事業を行う

ものとする。

(1) 情報の収集及び提供に関すること。

(2) 相談及び助言に関すること。

(3) 人材育成に関すること。

(4) 場所、機器等の提供に関すること。

(5) 団体及び個人間の連携、調整及び交流に関すること。

(6) 前各号に掲げるもののほか、市民協働及び市民公益活動の推進を図るた

めに必要な事業

（利用時間等）

第４条 センター事業は、次に掲げる日を除き、午前１０時から午後５時まで

実施する。ただし、市長が特に必要と認めるときは、これを変更することが

できる。

(1) 月曜日から水曜日まで

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日

(3) １２月２８日から翌年１月４日までの日

（利用者の範囲）

第５条 センター事業を利用できる者は、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

(1) 市内に在住し、在勤し、若しくは在学する個人又はこれらの者で組織す

る団体であって、市民公益活動を行い、又は行おうとするもの

(2) 市内で市民公益活動を行い、又は行おうとする団体又は個人

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当と認めるもの

（利用の制限）

第６条 市長は、センター事業を利用する個人又は団体（以下「利用者」とい



う ）が次の各号のいずれかに該当するときは、その利用を制限し、又は中。

止させることができる。

(1) 公の秩序を害し、又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。

(2) 営利を目的とした活動に利用したとき又は利用するおそれがあるとき。

(3) 施設又は設備を損壊し、若しくは滅失したとき又は損壊し、若しくは滅

失するおそれがあるとき。

(4) 政治的又は宗教的な活動に利用したとき又は利用するおそれがあると

き。

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団の構成員であるとき。

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長がセンター事業の運営上支障があると

認めたとき。

（機器の利用）

第７条 利用者は、印刷機、紙折機又はパソコンを利用しようとするときは、

向日市民協働センター機器利用申込書（様式第１号）により市長に申し込ま

なければならない。

２ 利用者は、前項の機器を利用したときは、別表に掲げるところにより、使

用実費を負担しなければならない。

（登録）

、 。第８条 団体が次に掲げる設備を利用する場合は 登録をしなければならない

(1) ミーティングコーナー

(2) 閲覧コーナーにおける掲示、配架等

(3) ホームページ等による団体紹介

２ 前項の登録は、向日市民協働センター団体登録申請書（様式第２号。以下

「登録申請書」という ）を市長に提出して行うものとする。。

（登録の承認）

第９条 市長は、登録申請書を提出したものが、次の各号のいずれにも該当す

る団体と認めたときは、登録を承認し、書面により通知するものとする。

(1) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第１項に規定す

る特定非営利活動又はこれに準ずる活動を行い、又は行おうとしているこ

と。

(2) 条例第２条第１項第３号に規定する市民公益活動団体であること。

(3) 構成員数が３人以上であること。

（登録の変更・削除）

第１０条 登録を受けた団体（以下「登録団体」という ）が登録申請書の内。

容に変更が生じたとき又は解散その他の理由により登録を削除するときは、



、 （ 。登録団体の代表者は 向日市民協働センター登録変更・削除届 様式第３号

以下「変更・削除届」という ）により、遅滞なく市長に届け出なければな。

らない。

（登録情報の提供）

第１１条 市長は、登録申請書及び変更・削除届の内容に基づき、登録団体の

情報を市民等に対し、提供することができる。

（登録の削除）

第１２条 市長は、登録団体が次の各号のいずれかに該当するときは、その登

録を削除することができる。

(1) 登録団体が解散したとき。

(2) 登録団体としての要件に該当しないことが判明したとき。

(3) この要綱の定めに違反したとき。

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。

（運営委員会の設置）

第１３条 市長は、センター事業の運営を円滑かつ効果的に行うため、向日市

民協働センター運営委員会を設置するよう努めるものとする。

（補則）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、センター事業に関し必要な事項は、

別に定める。

附 則

この要綱は、平成２１年４月２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。



別表

機 器 金 額 備 考

コピー機 白黒コピー ：１枚につき１０円 用紙代を含む。

カラーコピー：１枚につき５０円

印刷機 印刷枚数が５００枚以下の場合：製 用紙は、利用者の持

版１部につき５０円 込みとする。

印刷枚数が５０１枚以上の場合：製 同じ原稿を再製版し

版１部につき５０円に、５０１枚以 た場合には、印刷枚

上の部分について、１枚０．５円を 数を通算する。

加算（１円未満の端数切り捨て）



様式第１号

年 月 日

向日市民協働センター機器利用申込書

向 日 市 長 様

向日市民協働センター事業実施要綱第７条の規定により、次のとおり機器の利用を

申し込みます。

１ 印刷機 ２ 紙折機 ３ パソコン

団体名

利用者名

住所

電話番号

利用目的

※ 該当するものに○印をつけご記入ください。

※ 印刷機を利用する場合は、印刷物を添付してください。



様式第２号

年 月 日

向日市民協働センター団体登録申請書

向 日 市 長 様

向日市民協働センター事業実施要綱第８条の規定により、次のとおり、登録を申請

します。

情報公開の可否

ふ り が な

団 体 の 名 称
公 開

ふ り が な

代 表 者 名
㊞

可 ・ 否

住 所

〒 -

（受付時間帯） ： ～ ：

可 ・ 否

事務担当者 可 ・ 否

T E L 可 ・ 否

F A X 可 ・ 否

団 体 の

所 在 地

事務所がな

い場合は事務

連絡先をご記

入ください。
E - m a i l 可 ・ 否

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 可 ・ 否

設 立 年 月 日 年 月 日 可 ・ 否

活 動 拠 点 拠点施設名等（ ） 可 ・ 否

主な活動エリア 市内全域・市内（ 区）・その他（ ） 可 ・ 否

会 員 数 名 可 ・ 否

会 費 等 会費 円／年 ・ 入会金 円 可 ・ 否

活 動 頻 度 週（ ）回 ・ 月（ ）回 ・ 年（ ）回 ・ その他（ ） 可 ・ 否



※定款・会則・パンフレット・会報等がありましたら、添付してください。

活 動 分 野

□地域・まちづくり □福祉 □保健・医療

□竹文化 □史跡・観光 □文化・芸術

□スポーツ □社会教育 □環境保全

□美化活動 □交通安全 □男女共同参画

□子ども □国際協力・交流 □人権・平和

□災害救援 □ＩＴ・情報化 □科学技術

□経済活動の活性化 □職業訓練・雇用促進 □消費者保護

□市民活動支援 □生涯学習支援 □食・農業

□その他（ ）

公 開

◆活動目的・趣旨

◆具体的な活動内容

◆団体のＰＲ

公 開



様式第３号

年 月 日

向日市民協働センター登録変更・削除届

向 日 市 長 様

団 体 名

代表者氏名 ㊞

向日市民協働センター事業実施要綱第１０条の規定により、次のとおり届け出ます。

□ 削除 （ 年 月 日付け）

□ 変更 以下のとおり変更します（変更点のみ記入）

情報公開の可否

ふ り が な

団 体 の 名 称
公 開

ふ り が な

代 表 者 名
㊞

可 ・ 否

住 所

〒 -

（受付時間帯） ： ～ ：

可 ・ 否

事務担当者 可 ・ 否

T E L 可 ・ 否

F A X 可 ・ 否

団 体 の

所 在 地

事務所がな

い場合は事務

連絡先をご記

入ください。
E - m a i l 可 ・ 否

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 可 ・ 否

設 立 年 月 日 年 月 日 可 ・ 否

活 動 拠 点 拠点施設名等（ ） 可 ・ 否

主な活動エリア 市内全域・市内（ 区）・その他（ ） 可 ・ 否

会 員 数 名 可 ・ 否

会 費 等 会費 円／年 ・ 入会金 円 可 ・ 否

活 動 頻 度 週（ ）回 ・ 月（ ）回 ・ 年（ ）回 ・ その他（ ） 可 ・ 否



※定款・会則・パンフレット・会報等がありましたら、添付してください。

活 動 分 野

□地域・まちづくり □福祉 □保健・医療

□竹文化 □史跡・観光 □文化・芸術

□スポーツ □社会教育 □環境保全

□美化活動 □交通安全 □男女共同参画

□子ども □国際協力・交流 □人権・平和

□災害救援 □ＩＴ・情報化 □科学技術

□経済活動の活性化 □職業訓練・雇用促進 □消費者保護

□市民活動支援 □生涯学習支援 □食・農業

□その他（ ）

公 開

◆活動目的・趣旨

◆具体的な活動内容

◆団体のＰＲ

公 開


